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障害者職業総合センター職業センターにおいては、「高次脳機能障害者の職場復帰支援プログラ

ム」（以下「復帰プログラム」という。）の中で、復職又は就職を希望する高次脳機能障害者に対し

円滑な支援を実施していくための技法の開発に取り組んでいる。 

 これまでの技法開発の過程では、主に「注意」、「記憶」、「失語」、「遂行機能」の各障害に焦

点を当て、障害の自己認識の形成と補完手段の獲得及び対処行動の習慣化を図るための具体的な支援

技法を提案してきたが、これらの支援技法を円滑に適用していくためには支援対象者の生活リズムが

安定しており望ましい健康状態が保持されていること、職業リハへの動機付けがなされていることが

基本的な要件である。 

しかしながら、これまでに復帰プログラムを受講した高次脳機能障害者の中には、これらの要件が

充足されていないことによって支援技法の円滑な適用に困難性が伴う事例が少なからず見られた。こ

のため、復帰プログラムを受講する前段階において生活リズムの安定、健康の自己管理に対する意識

の醸成、職業リハへの動機付けの強化を図るための何らかの支援が必要であると考えた。 

そこで、こうした支援対象者に対し、復帰プログラムへの円滑な移行を図るための「職業リハビリ

テーション導入プログラム」（以下「導入プログラム」という。）を本年度から試行している（本論

文集第９分科会４番目の発表 土屋知子；障害者職業総合センター職業センター開発課 障害者職業

カウンセラー「障害者職業総合センター職業センターにおける『高次脳機能障害者のための職業リハ

ビリテーション導入プログラム』の開発の経緯と試行実施について」参照）。 

導入プログラムは個々の障害状況に応じ、１日数時間程度の活動から開始し、１日５時間程度、週

５日の活動が可能となるよう、生活リズムの安定と健康の自己管理能力の向上、職業リハへの動機付

けの強化を図りながら、次のステージとして位置づけられる復帰プログラムに円滑に移行していくこ

とを獲得目標としている。いわば、医療リハと職業リハを連結する機能を有する中間的支援プログラ

ムとして位置づけることができよう。 

本報告においては現行の復帰プログラムと試行途上にある導入プログラムを概説しながら、医療リ

ハから職業リハへの円滑な移行を図るための方策に関して所感を述べる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

－444－



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－445－



�������	
 �����������

�
�������	�
���������

�����	�
�����������

������� ���

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

－446－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－447－



- 448 - 

 

職リハネットワークによる高次脳機能障害者の早期復職支援を目指して 

 

 

 

イラストレーター 柴本 礼   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 449 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 450 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 451 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



職リハネットワークによる

高次脳機能障害者の早期復職支援を目指して

障害者職業総合センター 特別研究員 田谷 勝夫

１ 高次脳機能障害者支援の展開

（1）家族会の成立

2000年４月、「脳外傷友の会みずほ（1997.4）」、「脳外傷友の会ナナ（1997.10）」、「脳外傷友の会コ

ロポックル（1999.2）」のわずか３団体で、『日本脳外傷友の会』を設立した。2012年現在、ＮＰＯ法

人『日本脳外傷友の会』に加盟する会員団体は、北海道から沖縄まで全国57団体（正会員団体25 準

会員団体32）の連合組織へと発展し、関連作業所も30を数えるまでになっている。

（2）高次脳機能障害支援モデル事業から支援普及事業へ

2001年度（Ｈ13)、家族会の要望を受け、厚生労働省において、「高次脳機能障害支援モデル事業」

が開始された（拠点機関は12ヵ所）。2006年度（Ｈ18)からは障害者自立支援法の枠組みにおいて、都

道府県の行う専門的な相談支援事業として、高次脳機能障害支援普及事業が位置づけられ、2010年に

は全国展開が達成された。2012年４月現在、支援拠点機関は69ヵ所となっており、拠点機関を中心に

連携体制が整備されつつある。

（3）職リハ領域における高次脳機能障害者支援の展開

1996年度（Ｈ８)、障害者職業カウンセラー指定講習に「高次脳機能障害者の障害特性と職業問題」

が導入された。1999年度（Ｈ11)、脳損傷により受傷した利用者の増加に対応するため、総合センター

職業センターでは「高次脳機能障害者の職場復帰支援のためのプログラム」を新たに開発し、効果的

な支援方法の開発、支援ノウハウの蓄積が開始された。

2000年度（Ｈ12)、地域障害者職業センター（以下「地域センター」という。）におけるジョブコー

チ支援のパイロット事業の対象者として、高次脳機能障害者も若干名が含まれた。2002年度本格導入

となったＪＣ支援事業で、全国の地域センターを利用巣した高次脳機能障害者359名中、44名がＪＣ支

援を受け、約８割が就労している。

2002年度から、広域障害者職業センターにおいて高次脳機能障害者向けの特設コースが設けられ、

きめ細かな職業訓練のノウハウ蓄積が開始された。

（4）啓発普及活動

1998年（Ｈ10)の読売新聞社「医療ルネッサンス」や2000年（Ｈ12)のＮＨＫ「クローズアップ現代」

など、マスコミで初めて高次脳機能障害が取り上げられた。

2003年（Ｈ15)、日本損害保険協会の自賠責保険運用益事業として、高次脳機能障害リハビリテーシ

ョン講習会が開始され（全国12都道府県）、2012年（Ｈ24)には41都道府県で実施されるまでになって

いる。
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図１ 高次脳機能障害者支援の展開

２ 高次脳機能障害者に対する就労支援の現状

（1）医療機関における高次脳機能障害者の就労支援

2005年、障害者職業総合センターが全国の主なリハビリテーション医療機関592ヶ所を対象に実施し

た、高次脳機能障害者支援実態調査（有効回答272：回収率51.4％）によれば、医療機関における高次

脳機能障害者の支援は「対応が可能」が89.0％と多かったが、支援内容は「診断・評価のみ」（29.8％）

や「障害に特化した特別な訓練プログラムを実施」（55.8％）に対し、「就労支援を実施」は13.2％と

少なく、退院後の紹介先も「医療機関」（43.0％）や「福祉機関」（37.5％）に対し、「就労支援機関」

は15.1％と少なく、リハビリテーションセンターのような包括的な医療機関以外は就労支援は守備範

囲外という実態であった。

表１ 医療機関における高次脳機能障害者支援（2005年調査）

一般病院 大学病院 労災病院 公立病院 リハセンター 合計

対応可能 148 44 21 14 15 242
対応不可能 16 5 3 2 0 26

不明 2 1 1 0 0 4

合計 166 50 25 16 15 272

一般病院 大学病院 労災病院 公立病院 リハセンター 合計

診断・評価 46 16 6 4 0 72
訓練 83 25 12 8 7 135

就労支援 16 3 3 2 8 32
不明 3 0 0 0 0 3

合計 148 44 21 14 15 242
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2007年に実施した追跡調査（回収率45.5％：対象は、先の調査で「就労支援は実施していない」と

回答した218の医療機関に新規の8機関を追加）によれば、「対応可能」な医療機関は89％から97％に増

加した。また、支援内容を「診断・評価のみ」とした施設は30％から13％に減少した一方で、「就労支

援」は13％から27％へ増加した。退院後に就労支援機関へ紹介する施設は15％から39％に増加してい

る。これは、2006年に導入された高次脳機能障害支援普及事業により、医療機関における高次脳機能

障害者に対する支援内容が「診断・評価のみ」から「特別な訓練」や「就労支援」へと確実に進展し

つつあることを示している。また、地域センターとの「連携なし」も51％から35％に減少し、医療リ

ハと職業リハの連携が促進していことを示している（図２）。

図２ 医療機関における高次脳機能障害者支援の進展

（2）地域センターにおける高次脳機能障害者の就労支援

＜2002年度（モデル事業開始翌年）と2007年度（普及事業導入翌年）の利用実態比較＞

全国の地域センター52ヶ所を対象に実施した高次脳機能障害者支援実態調査（2004年調査：回収率9

6.2％、2008年調査：回収率92.3％）の結果（表２）をもとに、５年前との対比で、地域センターにお

ける高次脳機能障害者の支援の現状を概観すると、①利用者数が増加している（1.45倍）、②障害者手

帳所持率には変化はないが（2002年度74.3％、2007年度74.6％）、手帳の種類に注目すると、身体障害

者手帳所持率が約20％減少し、精神障害者保健福祉手帳所持率が20％増加している、③支援内容は200

2年度と2007年度で大きな違いがなく、ジョブコーチ支援は約20％のケースに対して行われている、④

利用後の転帰に関しては、就職／復職可能者（福祉的就労を含む）が、2002年度の33.9% から2007年

度の46.6％へと増加している。特にジョブコーチ支援を受けた群（ＪＣ支援あり群）では、就職／復

職可能者が70.5％から89.9％へと高い水準で増加している。以上より、地域センターにおける高次脳

機能障害者に対する支援実態は、医療機関の対応の進展に呼応して、利用者の増加傾向が認められる。

また、利用者への支援内容ついては、５年前から高次脳機能障害者支援に有効と思われるメニュー（ジ

H17H17年度（年度（20052005年）年） とと H19H19年度（年度（20072007年）の比較年）の比較
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ョブコーチ支援）が効果を上げていたが、現在は支援ノウハウの蓄積もあり、支援効果が更に高まっ

ているのが現状である。

表２ 地域障害者職業センターにおける高次脳機能障害者支援の進展

３ 高次脳機能障害者支援の課題

（1）医療との連携

＜職リハ側＞

2004年に全国の地域センターの障害者職業カウンセラーを対象に実施した「医療機関との連携の現状

と課題についてのアンケート調査」（回収率96.2％）からは、当時の医療機関との連携状況は、不十分

であるとの現状認識であった（「あまり連携がとれていない」36.0％、「最小限度の連携がとれている」

50.0％、「十分にとれている」14.0％）。連携上の課題としては、①地域センターの存在や役割等につ

いて医療機関の知識が不足、②利用のタイミングの問題、職業的な障害程度の認識のずれ、双方の共

通理解の不足、③医療機関側の高次脳機能障害に対する認識不足、本人や家族への障害説明の不足、

職業前段階における支援の不足、④地域ネットワークのシステムの未整備等であった。

＜医療リハ側＞

2004年に全国の主要なリハ病院・施設529ヶ所を対象に実施した「地域障害者職業センターとの連携

の現状と課題、要望等についてのアンケート調査」（回収率51.4％）によれば、地域センターとの連携

の現状認識は、「連携はない」51.1％、「必要があればケースを紹介する程度」32.0％で、両者を合わ

せると80％を超えており、「十分な協力体制のもと就業支援を実施している」はわずか6.6％にとどま

っている。連携上の課題としては、地域センターと連携のない医療機関からは、「地域センターの役割

・機能などの情報提供がない」「地域センターを利用したいが基準がわからない」などの意見があり、

既に連携協力関係のある医療機関からは、「申し込んでから取組まで時間がかかる」「能力レベルの敷

居が高い」「紹介したケースの情報のフィードバックを多くして欲しい」等。

以上から、医療リハ・職業リハの双方とも、連携の必要性は認識しているものの、「連携は不十分」

もしくは「連携はない」という現状であった。連携の課題としては、連携支援の経験のない医療機関

からは「地域センターの存在や役割についての情報が不十分」との意見が、経験のある医療機関から

は「利用のタイミングや障害の認識のズレ」「連携に向けたシステムの未整備や協力体制づくりの問題」

などが挙げられている。連携支援に関する医療リハ側と職業リハ側の双方からみた連携上の課題は、

調査年月 2004年1月 2008年10月
調査期間 2002年度利用状況 2007年度利用状況 2007/2002
調査時期 モデル事業開始翌年 普及事業導入翌年

回収率 96.2 ％ 92.3 ％ 0.96
年間利用者（推定） 359（360） 人 483（521） 人 1.45

全利用者比 1.53 ％ 2.06 ％ 1.35

詳細情報が明かな事例 230 人 386 人 1.68
男性比 90.9 ％ 85.0 ％ 0.94

障害者手帳所持率 74.3 ％ 74.6 ％ 1.00
　　　　　　　うち　身体 63.5 ％ 40.9 ％ 0.64
　　　　　　　うち　精神 10.4 ％ 32.9 ％ 3.16
ジョブコーチ支援率 19.1 ％ 20.9 ％ 1.09
転帰：就職／復職可 33.9 ％ 46.6 ％ 1.37

うち　JC支援あり 70.5 ％ 89.9 ％ 1.28
うち　JC支援なし 25.3 ％ 35.5 ％ 1.40
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図３に示すように第一段階として、お互いの存在や機能の理解不足に代表されるような『情報不足』

の問題があり、第二段階として、利用のタイミングのずれや障害程度の認識のギャップに代用される

ような『共通理解』の問題があり、最終段階として、システム整備や役割分担に代表されるような『協

力体制』の問題に整理される。

図３ 連携支援の課題

（2）事業所の理解

地域センターを利用した高次脳機能障害者の実態をみると、2011年度（Ｈ23)の利用者は866名であ

り、利用後約半数が就労可能となっている。この背景には、本人の努力は当然として、本人の障害特

性を踏まえた職務の創出、休憩時間や休日の過ごし方に至るまで、きめ細かな配慮が必要となる。就

労可能となった高次脳機能障害者がその就労を継続していく上で、どのような配慮が効果的であるか、

事業所支援のための情報の蓄積が求められる。

（3）多様な働き方

わが国の高次脳機能障害者の実態に関する全国調査は実施されていないので、都道府県単位あるい

は障害者団体レベルの実態調査結果から、就労実態を表３に示す。就労年齢（16歳以上65歳未満）に

ある高次脳機能障害者の約20～40％が働いているが、就労形態をみると、一般就労（雇用契約あり）

は10～40％、福祉的就労（雇用契約なし）が５～20％となっている。したがって、就労者の１/３程度

は福祉的就労の場で働いているのが現状である。
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表３ 主な報告書による高次脳機能障害者の就労実態

雇用契約があり労働法が適用される就労者（一

般雇用、福祉工場、就労継続Ａ型など）と雇用

契約がなく労働法が適用されない就労者（就労

継続Ｂ型、授産施設、作業所など）の間には賃

金面で大きな格差があるのが現状である。

図４ 賃金・工賃の平均月額

４ おわりに

この10数年間、わが国の高次脳機能障害者支援は飛躍的に進展し、医療リハ領域、職業リハ領域と

もに具体的な対応策が充実してきているが、医療リハと職業リハの連携は未だ十分とは言えないのが

現状である。また、就労可能となった高次脳機能障害者の就労継続のためのきめ細かな支援のあり方、

福祉的就労の場で働いている高次脳機能障害者に対する経済的自立のための支援策の整備等が今後の

課題となる。

主な報告書による高次脳機能障害者の就労実態

報告書名称 調査年 調査対象者
解析対象
者(人）

平均年
齢(歳）

脳血管障
害（％）

脳外傷
（％）

その他/
不明（％）

取得者
（％）

身体 療育 精神
就労者
（％）

一般就
労

福祉的
就労

1
東京都　高次脳機能障害者実態調査

報告書（第1回）
1999 東京都内の高次脳機能障害者 109 48.8 66.1 18.3 15.6 78.9 77.1 0.0 3.7 22.9 18.3 7.3

2
東京都　高次脳機能障害者実態調査

報告書　概要版（第2回）
2008 東京都内の高次脳機能障害者 198 51.0 59.6 31.8 8.6 82.3 73.2 1.5 20.2 19.2 9.6 6.6

3
名古屋リハ　頭部外傷後の高次脳機能

障害者の実態調査報告書（第1回）
1999

愛知、神奈川、埼玉、北海道などの脳外傷

者
327 33.0 0.0 100.0 0.0 70.9 68.8 4.9 5.2 27.2 14.7 12.5

4
名古屋リハ　頭部外傷後の高次脳機能
障害者の実態調査報告書（第2回）

2009
東海地方（愛知、三重、岐阜、静岡）の脳
外傷者

365 41.6 0.0 100.0 0.0 76.4 54.5 3.8 31.2 41.1 26.0 15.1

5
東京医科歯科大学

脳外傷後遺症実態調査報告書
2004 全国脳外傷者 635 35.3 0.0 100.0 0.0 78.3 59.4 6.4 28.9 28.9 13.9 13.7

6
日本脳外傷友の会

生活実態調査報告書
2009

日本脳外傷友の会に所属する団体、並び

に同団体が把握している高次脳機能障害者
支援団体の会員

1715 43.4 25.5 59.5 15.0 82.2 55.3 5.5 43.3 23.3 16.8 19.3

7
障害者職業総合センター

調査研究報告書　No.100
2009

日本脳外傷友の会と東京高次脳機能障害

協議会
289 40.3 ？ 70.6 88.6 54.7 9.3 49.8 38.1 29.4 9.3

8
障害者職業総合センター

調査研究報告書　No.92
2008

地域障害者職業センター利用の高次脳機

能障害者(H17-19年度）
852

30～40歳

代が54.8％
36.6 46.5 16.9 72.7 37.1 2.1 37.9 44.8 40.0 12.7

9
障害者職業総合センター
調査研究報告書　No.92

2008
障害者職業総合センター利用の高次脳機
能障害者（H6-19年度）

243 35.8 40.3 50.6 9.1 72.4 61.3 0.0 14.4 65.4 56.0 5.8

10
障害者職業総合センター
調査研究報告書　No.99

2009
全国の公共職業安定所（筆頭所および大

規模所）109所をH21年4月～10ヶ月間に利

用した高次脳機能障害者
140

30～40歳
代が51.0％

45.0 38.0 17.0 91.0 36.0 2.0 53.0 14.3

11
障害者職業総合センター

調査研究報告書　No.104
2010

地域障害者職業センター利用の失語症者

(H17-22年度）
357 44.0 73.4 17.9 8.6 77.9 62.2 1.1 18.2 44.0 35.0 13.7

計 5230 41.1 1421 3270 539 4123 2874 219 1742 1693 1265 733

（％） 27.2 62.5 10.3 78.8 55.0 4.2 33.3 33.3 24.2 14.4

受傷/発症 原因疾患 障害者手帳 就労状況
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